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研究成果の概要：本研究は，広範な地域に分散した複数の教育機関が連携して eラーニングの
みで単位互換を実施する連携型 eラーニングにおける教育改善に関して，基盤技術構築と体系
化，及び教育実践・評価を行うものである。本研究により，効果的な eラーニング活用法に関
するWeb技術・知的情報処理技術の構築と評価，質保証のための受講者分析と適合性の評価，
教育効果向上策としての授業モデルの提案と評価について，成果を得た。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 7,200,000 2,160,000 9,360,000 

２００８年度 5,000,000 1,500,000 6,500,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 12,200,000 3,660,000 15,860,000 

 
 
研究分野：総合領域 
科研費の分科・細目：科学教育・教育工学・教育工学 
キーワード：e ラーニング，質保証，Web サービス，PBL，学習スタイル，チェックリスト，
メンタリング，eHELP 
 
１．研究開始当初の背景 
インターネットの発展により，教育の分野
においても，組織間・地域間・国際間の距離
と時間の制約は大幅に緩和され，分散した学
習環境での教育が可能となってきた。すなわ
ち，教育機関間の組織・距離を越えた正規の
授業を提供することにより，学習意欲の高い
学習者の期待に応えることができる。本学は，
このようなネットワーク環境を考慮して，平
成 16年 3月に 4大学 6高専との間で eラー
ニングによる単位互換協定を主幹事校とし
て締結した。本協定の目的は，高等教育機関
が連携して，正規の教育コースとしての eラ

ーニング教育を実践することにより，e ラー
ニングの特色である学習機会の拡大と教育
資源の共用化および学習過程の可視化を図
り，受講者と教員の教育環境を改善すること
にある。また，その有効性を明らかにするこ
とにより，ICTを活用した新たな教育手法の
可能性を探求し，実績に基づく先進的な eラ
ーニング実践事業 eHELPを継続的に展開す
ることにある。 

 
２．研究の目的 
 本研究では，今後の連携型の高等教育のあ
り方について，eラーニングを含めた ICT活
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用教育が，我が国の教育体制および学生の学
習スタイルに適した教育方法となるための
教授法，授業設計法・評価法および ICT活用
法を提案することを目的とする。このため，
単位互換協定での eラーニング実践の場にお
いて，現状の教育手法における履歴・成績・
アンケート調査から問題点の分析と学習ス
タイル同定を行い，その分析結果に基づき教
育効果を向上するための学習モデルを立案
し，このモデルに従って授業を設計するため
のガイドラインの策定，効果的な eラーニン
グを提供するための，Web技術，インタラク
ティブコミュニケーション技術などを明ら
かにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究を進めるに際しては，まず，事業規
模の拡大により検証情報の充実を図るため，
現行の e ラーニング高等教育連携(eHELP)の
組織拡大を実施する。本連携を基盤として，
以下の研究を進める。 
（１）効果的な eラーニング活用法 教育効
果の高い eラーニングを実施する際に重要な
課題はインタラクティブなコミュニケーシ
ョン手段と学習意欲を持続させるメカニズ
ムである。連携型 e ラーニングの場合には，
各機関で使用する学習基盤システム（LMS 
Learning Management System）の相違から受
講者の操作環境が統一的でなく，個々の操作
法に習熟することが求められる。本研究では，
電子掲示板とチャットに Webサービスを応用
することにより，e ラーニング提供機関に依
存しない統一的なコミュニケーション機構
を提供する。また，現代 GP で開発した概念
ベースを基に，効率的・効果的な回答を促進
するために，内容に基づく質問仕分け機能の 
実現可能性を研究する。これにより質問に対
する一次自動回答の基盤が構築できる。さら
に，学習意欲を持続させるための一手法とし
て，3次元仮想空間での協調学習を試みる。 
（２）eラーニングの質保証体系 自学自習で
ある eラーニングにおいては，受講者の個性
が教育効果に影響する。また，個性に適応し
た教材提供が有効であると考えられる。この
ため，学習者の学習スタイルについて，基礎
的な調査分析を行う。また，配信する教材の
質を保証するためには，開発・運用に際して
ガイドラインが必要となる。本研究では，e
ラーニングの各ステージごとの観点から，ガ
イドラインとしても利用可能なチェックリ
ストを開発し，教材開発者の意識高揚と質の
保証を支援する。 
（３）教育効果の評価法 若年層の受講生
（高専など）には学習期間に制約を設けるこ
とで進捗度の均質化と学習効果の定着が期
待できるため，コーホートベースモデル
(Cohort Based Model)での配信とメンタリン

グメールでの注意喚起を実践してその効果
を評価する。 
 
４．研究成果 
(1)eHELP 体制拡充 
eHELP 活動の拡充を図るため，毎年全国の
高専に対して参加招請案内を配付している。
この結果，開設当初は６大学・６高専・１機
関であった参加機関は平成 21 年度には，15
高専に増加した。 
(2)チェックリストの開発 
 連携型の eラーニングを実践するに際して
は，統一的な内容により，作成上の指針を示
し，また，提供される授業の質の保証を評価
することが重要となる。上記観点から，本研
究では質保証に関する要求レベルを 3カテゴ
リに分類して，各カテゴリ毎の達成度を自己
評価できるチェックリストシステムを開発
した。 
 これらのカテゴリ分類に加えて，質向上の
観点を(1)開発段階，(2)運用段階，(3)機関
の体制，(4)評価の 4 分類で整理（NIME 資料
を参照）し Web で回答するオンライン質問シ
ステムを構築した。本システムでの分析例を
図 1に示す。 

図１ チェックリストの例 
 
(3)仮想空間における PBL 
 メタバース(Metaverse)と呼ばれる 3 次元
仮想空間においては，本人の代理人（アバタ
ー）がネットワークを介してコミュニケーシ
ョンをし，Web ツールを利用して創作活動を
行うことができる。本研究では，インタラク
ティブコミュニケーションの一実現手法と
して，仮想空間上に教室環境を構築し，PBL
を実践した。 
本学，岐阜高専，福井高専の学生の参加に
より遠隔での PBL を実践した。受講後のアン
ケートでは，セカンドライフの操作性に難し
さを感じながらも，仮想空間での PBL には興
味を持ったと考えられる。 
(4)海外調査 
 ICT 活用教育の先進国における質の保証に
関する現状把握のため，フィンランドとオラ
ンダにある高等教育機関と ICT活用教育推進
機構を訪問して現地調査を行った。訪問先は        
以下の通りである。 
(A) ヘルシンキ大学（フィンランド） 
(B) トゥルク大学（フィンランド） 
フィンランドバーチャルユニバーシティ      
(C) FVU（フィンランド） 



(D) 欧州高等教育質保証協会 ENQA（フィンラ
ンド） 

(E) 欧州遠隔教育大学連合 EADTU（オランダ） 
(5)統合コミュニケーションシステム 
ｅラーニングを用いて複数の高等教育機関

が連携する際に，学習環境を提供する学習管
理システム(Learning Management System, 
LMS) が機関により異なると，その操作方法や
Look&Feelも異なってしまい，受講者にとって
負担が大きくなるという問題がある。このた
め，掲示板機能とチャット機能について，異
なったLMS から読み書きができ，かつ，それ
ぞれのLMS に適合したLook&Feel のユーザイ
ンタフェースを提供できる，分散コミュニケ
ーション・システムを開発した。 
 図 2に統合コミュニケーションシステムの
構成概要を示す。本システムを用いて、eHELP
参加機関間で，数学問題解法の協調学習に関
する実験を行った。参加者は九州工業大学，
岐阜高専と本学で 14 名（高専生 6 名，大学
生 4名，大学院生 4名）であり，参加学生は
上記コミュニケーションシステムを通じて
議論により解法を求める。 

図２ システム概要図 
 

実験的に通常授業の中で個人毎に解かせ
た結果，解けない学生が多くいたが，本協調     
学習においては，最終的に正解を得られたこ
とから，協調学習としての効果はあると言え

図３ チャットの使い勝手 

る。チャットの使い勝手に関するアンケート
結果を図 3に示す。この結果，70％程度の学
生は操作性に良好な印象を得ていることが
分かる。 
(6)FAQ 自動作成システム 
受講生の増大に伴い，e ラーニングに関す

る質問への応対にはスタッフの負担が問題
となる。定型的な質問に対しては極力自動的
に回答を返すことが望ましい。一時回答の自
動化を目標とした場合，FAQ(Frequently 
Asked Questions)を自動作成できれば効率的
である。本システムでは，内容に基づいて，
事前に質問・回答を自動分類し蓄積しておく
ことを考える。このため，過去の質問・回答
を自動分類する技術(FAQ 自動作成システム)
の検証を目指した。 
図 4に FAQ 自動作成システムの概略図を示
す。 

図４ FAQ 自動作成の概略 

提案する質問記事の収集法では，メーリン
グリストのスレッド構造を利用する。 
また，提案する手法では，類似度の計算に
概念ベースに基づいたベクトル空間モデル
を利用した。 
提案したメーリングリストのスレッド構
造を利用した FAQ自動作成システムの性能評
価として，類似質問対の取得精度の評価を行
った。 
(7)Web からのレポート模倣検出システム 
 Plagiarism 対策として，受講生から提出さ
れたレポートの創作性を検証するため，Web
ページとの類似性を検出するシステムの実
現性を評価した。すなわち，複数の Web ペー
ジから窃用して繋ぎ合せ，それに，巧妙な改
変を加えて作成したレポートを検出する機
能に関する技術の確立を目的とする。①この
ため，文書間の模倣検出手法と②Web からの
元文書の取得方法を提案し，その検出性能を
評価した。 
模倣レポート検出システムの構成の概略
図を図 5に示す。 
従来の文書間の模倣検出手法では，文を分
割/結合してそれらの間に独自の文の挿入を
したり，順序を入れ替えた文の間に独自の文
の挿入をするといった巧妙に改変を加えた
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模倣文の検出が難しいため，そのような改変
に対応できる手法を提案した。 
 

図５ Web 模倣検出システムの構成 
 

 テストセットを用いて，システムの総合性
能の評価を行った。その結果，模倣していな
いレポートの正答率は 85％程度であった。本
研究により，文書間の模倣検出機能と web か
らの元文書の取得機能とが実現でき，複数の
web ページから窃用して作成された模倣レポ
ートや小論文を自動的に検出する技術を一
応の検出性能で実現できた。 
(8) ｅラーニング受講者の学習スタイルと
授業適合度 
非同期型学習と ICT の利用は，e ラーニン

グの特徴である。しかし，非同期型学習ある
いは ICT の利用を好まない学習者は，学習内
容の理解，学習意欲等が得られにくく，また
心理的疲労を感じて，ｅラーニングに適合で
きないのではないかと懸念される。そこで，
e ラーニングの学習スタイル調査票を作成し
て受講者の学習スタイルを調査し，ｅラーニ
ング教材や学習方法の開発，学習環境の改善
について考察する。 
本研究では，学習者のｅラーニングに対す

る学習スタイルを事前に調べ，学習スタイル
とｅラーニング科目の適合度との相関関係
を求め考察する。受講者個人のｅラーニング
の学習スタイルと授業適合度との関係を検
討し，その情報を学習者や授業担当者に提供
する方法を以下に述べる。 
 e ラーニングの学習スタイルを調査するた
めに，学習スタイル調査票を開発した。この
e ラーニングに関する学習スタイル調査票は，
「同じ場所で一斉に学ぶより，好きな時に個
別に学ぶ方が学びやすい」など，ｅラーニン
グの特徴である「非同期」や「ICT 利用」に
関して，学習，理解，課題等の観点で全 40
質問を 7件法で回答を求める。 
 この学習スタイル調査票を利用して，
eHELP（ｅラーニング高等教育連携）の単位
互換制度で学ぶ学生に対し，2008 年 12 月上
旬～2009 年１月上旬にかけて調査を実施し，
合計 53 名の受講者（無効回答者を除く）か
ら回答を得た。53 名×40 項目の回答を統計

処理ソフト SPSS を用いて最尤法・バリマッ
クス回転による因子分析を行った。その結果，
因子１「非同期学習」（13項目），因子２「ICT
利用」（12 項目），因子３「非同期・デジタル
コミュニケーション」（8項目）の３因子から
なる 33 質問の学習スタイル調査票を得た。 
 学習スタイルのアンケート調査と同時に，
eHELP 内の 2008 年度後期の受講者を対象に，
e ラーニングの授業受講に関するアンケート
調査を実施した。このアンケートは，実際に
受講した eラーニングの各科目の理解度，満
足度，心理的な側面等に関する 10 問のアン
ケート（７件法）から構成されている。この
アンケートにより，各受講者の「授業適合度」
を求める。eHELP 学習者の e ラーニング終了
時(2008 年 12 月～2009 年 1 月)に，授業適合
度アンケート調査を実施した。 
その結果，eHELP の受講者を対象に行われ
た学習スタイル調査結果と，その学習スタイ
ル調査結果とデータの対応が取れる 69 回答
の授業適合度との相関係数を求めた。図 6に
相関係数を表す。 
授業適合度と各因子間の関係をより考察
するために授業適合度を独立変数，因子 1～3
を従属変数として重回帰分析を行った。その
結果を表 1に示す。 

図６ 授業適合度との相関関係 

表１ 重回帰分析の結果 

変数名 偏回帰係数 p 

切片 1.82 ＜0.01

因子１（非同期学習） 0.23 ＜0.01

因子２（ICT利用） 0.45 ＜0.01

因子３（コミュニケーション） 0.01 0.938

決定係数 0.43 ＜0.01

 
表 1 より，因子 1と因子 2に関しては偏回
帰係数が高く，p 値が 1%水準で有意である。
偏回帰係数が低い因子 3を除外し，再度重回
帰分析を行った。その結果，偏回帰係数に着
目すると授業適合度を表す重回帰式は， 

授業適合度＝1.835＋0.231×因子１（非同期
学習）＋0.450×因子２（ICT 利用） 

(a)非同期 (b)ICT利用 

授業適合度 授業適合度 

因
子
1 

因
子
2 



で表わされることがわかった。 
 本研究では，ｅラーニングの学習スタイル
調査票を作成してｅラーニング受講者の学
習スタイルを調査し，受講科目の授業適合度
と学習スタイルとの相関関係を検討した。そ
の結果，非同期学習と ICT 利用を好む学生の
学習スタイルと，授業適合度とは相関関係が
強いことがわかった。また，重回帰分析を行
い授業適合度と学習スタイルの各因子との
重回帰式を求めた結果，学習スタイルの２因
子（「非同期学習」と「ICT 利用」）を用いて，
授業適合度が説明できることがわかった。 

(9)評価尺度決定のための分析 

  完全非同期型ｅラーニングにおける評価
尺度の設計のために，学習プロセスとアウト
カムとしての学期末試験の得点分析を行っ
た。ｅラーニング配信方式には自律型，コホ
ート(cohort)型，放置型など様々な方式が考
えられるが，本研究では配信時期を限定し，
受講者は配信期間内に受講しなければペナ
ルティが課される形のコホート型を採用し
た。図 7に，コホート型で配信したｅラーニ
ング科目Ａの最終受講状況を示す。横軸は講
義回数，縦第一軸（左）は最終受講終了比を，
縦第二軸（右）は最終受講率を表す。棒グラ
フはＡにおける 2006 年対 2007 年の受講終了
比を表し，折れ線グラフは各年における最終
受講率を示す。図より，コホート型とする方
が最終受講率が著しく増加することがわか
る。 

  図７  2006 年・2007 年配信の際の 
受講終了率の変化 

 
また，図 8に，受講を促すメンタリングメ

ール送信前後の受講率の変化を科目Ａに対
して行った結果を示す。棒グラフはメンタリ
ングメール送信前後比を，折れ線グラフはメ
ンタリング送信前受講率を表す。 
以上の分析から，科目Ａにおける最終受講

率はコホート型かつメンタリングの効果に
より 50%超となったことがわかる。また，先
行研究の成果より，学習者は各回とも概ね 7
～8  割程度の授業内容しか閲覧していない
ことが分かっている。学習者はこうした背景

図８  メンタリングメール送信前後の 
受講率の変化 
 

を基に，科目Ａに対して学期末試験を行った。
その結果，2006 年度は平均点 63 点，標準偏
差 25，2007 年度は平均点 59 点，標準偏差 13
となった。このことは，コホート型の配信は，
マス学習における学習者間の教授効果のば
らつきを抑え，均質な学習を与える一つの基
準となり得る。 
  次に，学習者個々人における学習日程と学
期末試験の関係について分析を行った。 

 図９ 科目Ａにおける，総受講日数と 
得点分布の関係 

 

図 9 は，科目Ａにおける全講義総受講日数と
学期末試験の成績分布を示したものである。
配信講義数は 13 講義であったことから，青
帯の部分がほぼ予定通りに受講した学生で
あることがうかがえる。総受講日数の少ない
学生は集中講義的に各講義を閲覧した者，総
受講日数の多いものは復習を何度も行った
か，某かの形で受講時エラーが起きた者であ
ると推測できる。また，得点分布を見ると，
総受講日数が 10 日未満の受講者は，最大で
も 60%台の正答率しか得ることができてい
ない。一方，総受講日数が 10 ～19日の学生
は，最大で 80％台の高い正答率である。この
ことは，受講日数が少ない学生は，自力で努
力して学習した，もしくは既知の内容が試験
範囲に出たが，配信授業の中でのみ述べられ
ている内容からの出題は回答できない可能



性が高く，低い正答率しか得ることができな
かったと考えられる。一方，総受講日数が多
い学生は，基本的に配信科目における全講義
を定常的に受講しているため，定期的に学習
する習慣が身につき，ひいては学習意欲の向
上につながり，その結果，講義で話されてい
た内容はほぼ記憶していたため，高得点を記
録する学生が多いと考えられる。 
以上のことから，最近多くの教員が実施す

る，成績付与時の基準である「授業態度・テ
スト得点」は，ｅラーニングにおいては評価
項目として取り込み可能であり，メンタリン
グ等しかるべき措置を取った後であれば受
講総日数（総時間）を学習プロセス，学期末
試験得点をアウトカムとした評価は 1対 1対
応しており，評価尺度として妥当であること
が示せた。従って，SCORM 規格等の採用によ
り，学習活動を詳細に追跡することはｅラー
ニングの評価尺度の観点から重要である。 
 なお，成績評価に関して，オンラインテス
ト自動化のための，テスト問題自動作成シス
テム，本人認証のための筆跡認証方式等につ
いて，実験を行い基礎データを収集した。 
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